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特 集 

 71 回目となる平成 29年度赤い羽根共同募金運動がスタートしました！ 
 

Topics 
 地域共生社会の実現に向けた社会福祉法人の実践～第 36 回全国社会福祉法人経営者大会

（三重県四日市市） 
 

 「課題をこえて進化する ―乳児院の新たな可能性を求めて―」をテーマに協議～第 67 回全国乳

児院協議会（札幌大会） 
 

 平成 30年度『介護職員実務者研修通信課程』10 月 1日申込受付開始 
 

 福祉人材確保対策をめぐる施策の動向と各センターの実践を共有～平成 29 年度福祉人材セン

ター全国連絡会議 
 

 さらなる専門性の向上をめざし、全国の施設長が研鑽を積む～平成 29 年度社会的養護を担う児

童福祉施設長研修会（大阪会場） 
 

 ワーカーの育成・拡充に向け、各地域での学びの機会を増やすリーダーの養成をめざす～地域生活

支援ワーカー（地域福祉コーディネーター）リーダー研修会 
 

 高齢者の家族介護の現状とその支援について課題を考える～第44回国際福祉機器展 国際シン

ポジウム 
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■ 71 回目となる平成 29 年度赤い羽根共同募金運動がスター

トしました！ 
 

今回で 71 回目を迎えた共同募金運動が 10 月 1 日から全国一斉に始まりました。 

今年の運動は、10月から 3月までの6ヵ月間にわたり、全国で総額197億 1,859万

円を目標として、各地で募金活動が展開されます。 

1947 年、戦後復興の一助のため開始された共同募金運動は、その後、時代の要請

に合わせて、保育所や子どもの居場所、障害者の自立のための作業所、高齢者等の

在宅福祉活動を支える募金へとその役割を拡大・変化させてきました。そして、現在は

「じぶんの町を良くするしくみ。」をテーマとして、さまざまな地域課題の解決に取組む

ボランティア団体などを支援するほか、災害発生時には被災地でのボランティア活動

の支援などにも役立てられます。 

10 月 1 日に東京・

浅草寺にて、恒例の

赤い羽根共同募金運

動キックオフイベント

が開催され、高木 美

智代厚生労働副大

臣、斎藤 十朗中央

共同募金会会長のほ

か、大相撲秋場所三

賞受賞力士の貴景勝

関、阿武咲関、朝乃山関、「赤い羽根サ

ポーター」の俳優竹下 景子さん、NHK 大

河ドラマ「おんな城主直虎」に出演中の矢本 

悠馬さん、田中 美央さんらのご協力により

街頭募金を実施し、寄付を呼びかけまし

た。 

また、共同募金の助成を受けている社会

福祉法人にりん草「クッキーハウス コスモ

ス」利用者の皆さんにより、募金してくれた

人たちに対するクッキーの提供などが行わ

特 集 

キックオフイベントにご協力いただいた皆さま 

あいさつを述べる中央共同募金会 斎藤会長 
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れました。 

共同募金会では、昨年度に引き続き運動創

設 70周年を記念した広報活動を展開していま

す。本年度のポスターは「赤い羽根は小さなこ

とを（たくさん）しています。」というコピーによ

り、赤い羽根共同募金が、世の中の気づかれ

にくい目立たない問題にも心を配り、「小さなこ

とを見逃さない」こまやかな活動を数多く支え

ていることを表しています。 

共同募金会は、地域福祉の推進と寄付文化

の発展のため、今年度の共同募金運動をすす

めてまいります。皆さまの温かいご支援を今年もよろしくお願い申しあげます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【中央共同募金会】 

http://www.akaihane.or.jp/ 

 

  

画像をクリックすると中央共同募金会

ホームページへジャンプします。 

街頭募金の様子 

↑URL をクリックすると中央共同募金会ホームページにジャンプします。 

http://www.akaihane.or.jp/
http://www.akaihane.or.jp/
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■ 地域共生社会の実現に向けた社会福祉法人の実践～第 36

回全国社会福祉法人経営者大会（三重県四日市市） 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格／以下、全国経営協）は、9月14

～15 日、三重県四日市市にて、第 36 回全国社会福祉法人経営者大会を開催しまし

た。 

本大会は、「地域共生社会の実現に向けた社会福祉法人の実践」をテーマに開催

し、全国から約 1,200 名にご参加いただきました。 

初日の磯会長による基調報告「社会福祉法人をめぐ

る動向と全国経営協の取り組み」では、社会福祉法人

が、それぞれの分野や施設の利用者に対するスペ

シャリティー（専門性）を上げるとともに、社会のユー

ティリティープレーヤーになることが求められている、と

参加者に向けて発信しました。 

続いてパネルディスカッション「改革の先へ進む社会

福祉法人の存立基盤」を行いました。全国経営協 平

田 直之制度・政策委員長による進行のもと、登壇者

による議論を通じて、新しい「地域共生社会」の実現の

ためには、さまざまな既存の基準（人、ハード、財源等）や所轄庁の考え方の転換をは

かり、社会福祉法人自身も、既存の制度の枠だけでサービスの内容やその供給体制

を考えないことが必要ではないか等、今後の社会福祉法人経営のあり方について考

察しました。 

特別講演「『心に届く』話し方・聞き方のコツ」では、株式会社マツモトメソッド代表取

締役、元 NHK アナウンサーの松本 和也 氏より、心に届く話し方は、うまく話す必要

はないこと、伝え方のキーワードは「シンプルであること」等について示唆に富んだお

話しをいただきました。 

翌日の分科会は、「社会福祉法人経営」に焦点を当てたテーマ別に設け、会員法

人による実践事例の発表の他、講義やディスカッション等を通してこれからの法人経

営についての理解を深めました。 

また、田邉 信行副会長による大会総括において、全国経営協会員法人が一丸と

Topics 
 

基調報告を行う磯 彰格会長 
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なって取組むべきことを「大会宣言」として採択するとともに、次回開催県である長野県

経営協の佐藤 正雄会長からご挨拶をいただきました。 

 

大会宣言 
 
社会福祉法人の源流は、社会事業家とよばれる私たちの先達の功績にあり、そ

の優れた実践から、新たな理論や技術が生み出され、今日のわが国の社会福祉制

度が形づくられてきました。 
 
社会福祉法人制度創設以来、もっとも大きな見直しとなる、改正社会福祉法が本

年 4 月に本格施行されましたが、このことをもって改革が終了したのではなく、社会

福祉法人をめぐる議論が、制度論から実践論へと新たなステージに移行したことに

ほかなりません。 
 
今般の制度改革の本旨は、社会福祉法人が非営利法人にふさわしいガバナンス

と高い透明性を備え、主体性をもった自律的な法人経営に取り組み、国民に対する

説明責任を果たし、地域社会に対し、その公益性を発揮貢献することにあります。 
 
地域における公益的な取り組みの実施が責務とされ、われわれ社会福祉法人

は、地域に根ざした取り組みに、これまで以上に積極的に取り組み、さらにそのこと

を率先して社会に発信し、安心してその人らしい生活を送ることができる社会の実

現に向け、地域のなかで主導的な役割を果たしていく必要があります。 
  
全国社会福祉法人経営者協議会会員法人は、地域社会の一員として、すべての

国民が生きがいをもってともに暮らす地域共生社会の実現に向けて、次のことに全

力で取り組みます。 

 

私たち社会福祉法人は、 

 

一．利用者の人権を常に尊重し、福祉サービスの質の向上をはかります。 

一．地域のさまざまな生活・福祉課題に積極的に対応し、地域における公益的な取 

一．組の推進と地域共生社会の実現を主導します。 

一．非営利法人にふさわしいガバナンスと高い透明性を備え、次代を見据えた経営

一．計画に基づく主体性をもった自律的な法人経営を進めます。 

 

 以上、宣言します。 

平成 29 年 9 月 14 日 

第 36 回全国社会福祉法人経営者大会（三重県四日市市） 
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■ 「課題をこえて進化する―乳児院の新たな可能性を求めて―」

をテーマに協議～第 67回全国乳児院協議会（札幌大会） 
 

全国乳児福祉協議会（会長 平田 ルリ子／以下、全乳協）は 9 月 21～22 日、北

海道札幌市において第 67 回全国乳児院協議会（大会）を開催し、全国から 246 名の

乳児院施設長等が集いました。 

第 1 日目には、乳児院職員 53 名への永年勤続者表彰贈呈の後、厚生労働省 子

ども家庭局・内閣官房内閣審議官の山本 麻里 氏が、社会的養護をめぐる国の施策

の動向等に関する行政説明を行いました。続いて、全乳協の柴崎 順三副会長が権

利擁護と人材育成を中心とした全乳協の取組みを説明し、特別講演として井上 登生

氏（医療法人井上小児科医院 院長）から、ご自身が取組む大分県中津市における

関係機関と連携した妊娠期からの切れ目のない包括的な子ども子育て支援の実践を

踏まえ、これからの児童福祉・社会的養育のあり様や乳児院の可能性についてお話を

いただきました。 

第 2日目には、厚生労働省・新たな社会的養育の在り方に関する検討会報告「新し

い社会的養育ビジョン」（以下、「ビジョン」）を受けて、同検討会構成員、社会的養護

関係者の登壇のもと、今後の乳児院の在り方を討議するシンポジウム「課題をこえて進

化する ―乳児院の新たな可能性を求めて―」を行いました。 

 

シンポジウム「課題をこえて進化する―乳児院の新たな可能性を求めて―」登壇者 

【シンポジスト】 

① 加賀美 尤祥 氏 （社会福祉法人山梨立正光生園理事長）…★ 

② 渡邊 守 氏 （特定非営利活動法人キーアセットディレクター） 

③ 増沢 高 氏 （子どもの虹情報研修センター研修部長） 

④ 平田 ルリ子 会長（全乳協） 

【コーディネーター】 

山縣 文治 氏 （関西大学人間健康学部人間健康学科教授）…★ 

【コメンテーター】 

山本 麻里 氏 （内閣官房内閣審議官（厚生労働省子ども家庭局併任）） 

★…「新たな社会的養育の在り方に関する検討会」構成員 

 

シンポジストからは、今後の乳児院の在り方について、包括的アセスメント機能のさ

らなる向上、従来の里親支援にとどまらない里親のリクルート等も含むフォスタリング機
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関としての役割などが求められ、

潜在する要保護児童を視野に入

れた社会的養育システムの構築

の必要性などが提起されました。

シンポジストである全乳協の平田 

ルリ子会長は、乳児院は乳幼児

の生命の安全と権利保障、親・家

族のニーズや課題への対応等の

役割を果たすため、機能強化、

養育・支援の質のさらなる向上を

めざすべきであり、各施設が「都道府県推進計画」見直しへの参画や、里親支援・小

規模化などの厚生労働省予算事業メニューに積極的に取組むよう呼びかけました。ま

た全乳協としても、乳児院が地域の乳幼児を総合的に支援するセンター的機能を備

えていけるよう、厚生労働省プロジェクトチームへの参画など引き続き対応をはかる旨

を発言しました。 

子どもにとっての乳児院の必要性、乳児院が備えるべき専門的機能などに関する

登壇者間のやりとりに続き、フロアディスカッションを行いました。フロアからの「ビジョン」

に関する意見を受け、コメンテーターの山本 麻里氏（厚労省子ども家庭局・内閣官房

内閣審議官）は、「ビジョン」を踏まえて行政的にどう具体的に対応するかは自治体や

関係者の意見も聞いて丁寧にすすめたい。ただし、「ビジョン」に示された数値目標等

は、国や自治体に対し子どもの発達の権利をあらためて考えさせ、意識の変革を求め

るものだと受け止めており、自治体が必要な体制確保を怠ったり取組みを緩めたりす

ることはあってはならないとの認識を述べました。しめくくりに、コーディネーターの山縣 

文治氏（関西大学 人間健康学部 人間健康学科 教授）は、全乳協のこれまでの提

言は「ビジョン」に盛り込まれており、乳児院には引き続き子どもたち一人ひとりを大切

にする養育とともに、機能強化を期待したいとしてまとめました。 

  

シンポジウムの様子 
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■ 平成30年度『介護職員実務者研修通信課程』10月1日申

込受付開始 
 

中央福祉学院では、介護サービスを担う人材育成とキャリアアップ、介護福祉士国

家試験の受験資格取得を支援するため、県･市社協と連携･協力し、「介護職員実務

者研修通信課程」を開講しています。 

平成30年度受講については、10月1日より、受講申込の受付を開始しています。平

成31年1月に実施される第31回国家試験に向け、職場でのご理解ご協力のもと、多く

の方々の受講をお待ちしております。 

本課程の意義 

介護福祉士の資質向上をはかるため、平成19年改正法等により、3年以上の実務

経験者が介護福祉士試験を受験する場合、450時間の実務者研修の修了が義務付

けられています。 

政府の掲げる「介護離職ゼロ」の実現に向けた、介護人材の需給推計においては、

平成32年には約20万人の不足が見込まれるなど、計画的な人材確保が急務となって

います。 
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受講料・受講科目数 

下表のとおり、保有資格（コース）によって異なります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

受講をサポートする制度も充実 

施設・事業所向けの制度としては、「地域医療介護総合福祉確保基金」からの実務

者研修受講等にかかる代替職員の確保への助成、受講者個人向けには、教育訓練

給付金制度（一般教育訓練）や各都道府県が行う介護福祉士等修学資金貸付制度

があります。 

なお、平成30年度は、岩手県･秋田県・福島県･埼玉県･神奈川県･川崎市･愛知県･

滋賀県･大阪府・大阪市･奈良県･鳥取県･広島県･山口県の各府県社協に加えて、新

たに青森県・山形県鶴岡市にて、スクーリングが行われ、身近な地域での受講が可能

となります。 

申込方法や詳しいご案内は、中央福祉学院ホームページにおいてご案内していま

す。 

たくさんのご応募、お待ちしております。 
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【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

 

■ 福祉人材確保対策をめぐる施策の動向と各センターの実践を

共有～平成29年度福祉人材センター全国連絡会議 
 

中央福祉人材センターは、厚生労働省との共催により 9 月 21～22 日、福祉人材セ

ンター全国連絡会議を開催し、全国で福祉人材の確保対策に携わる都道府県行政

担当者 46 名、福祉人材センター・バンク職員 60名の総勢 106 名が参加しました。 

会議では、労働力減少社会に向

かって国内のさまざまな産業で人

手不足が深刻化するなか、一億総

活躍社会の実現に向けた施策の柱

の一つとして、保育、介護サービス

の整備の促進とそのために必要な

人材確保を掲げていることから、厚

生労働省 社会・援護局、老健局、

子ども家庭局の 3局から、所管する

人材確保に関連する施策について行政説明が行われました。 

また、改正社会福祉法により平成 29 年 4 月 1 日に施行された離職介護福祉士等

の届出制度がスタートして約半年が経過したことを踏まえ、各センターでの届出促進

に向けた取組みの状況や、制度のさらなる周知に向けた広報活動の実践報告が行わ

れ、センター相互が参考にできる工夫や試みを情報交換することにより、下半期に向

けた広報戦略の強化や見直しにつながる機会となりました。 

2 日目は、福祉人材センター・バンクの職員間による全体協議及びグループ協議を

通して、①人材センター運営上の諸問題（予算の確保、職員体制などの整備、県行政

連絡会議の様子 

↑URL をクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
http://www.gakuin.gr.jp/training/course2643.html
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担当者との連携など）、②就職フェアに

おける取組み（開催時期、場所、内

容、周知などの変更や工夫による来場

者数アップ策など）、③介護職のイメー

ジアップ対策（小中高生、親、学校教

員などに応じた対策）、④離職介護福

祉士等の届出制度の広報と各人材セ

ンター事業の広報をテーマにディス

カッションを行い、今後の業務に活かせる点を模索しました。 

 

 

■ さらなる専門性の向上をめざし、全国の施設長が研鑽を積む

～平成 29年度社会的養護を担う児童福祉施設長研修会

（大阪会場） 

 
全社協及び 5 種別協議会（全国児童養護施設協議会、全国乳児福祉協議会、全

国母子生活支援施設協議会、全国児童心理治療施設協議会、全国児童自立支援施

設協議会）は、社会的養護施設の要たる施設長の専門性向上をはかるため、社会的

養護を担う児童福祉施設長研修会を 219 名の参加者を得て 9 月 11～12 日に開催し

ました。 

厚生労働省の検討会が、今後の「社会的養育」のあり方について 8 月に報告書をと

りまとめるなど、社会的養護をめぐる諸制度が大きく動くなか、初日は大正大学の村瀬 

嘉代子 教授による講義で、あらためて日々の養育を見つめるとともに、障害、医療、

行政の各分野の方々によるシンポジウムを開催し、これからの施設のあり方について

考察する機会をもちました。 

2 日目はテーマ別の分科会を開催し、施設の人材確保や安全管理、地域における

役割等を参加者間で意見交換するなどして、社会的養護関係施設の実践や運営に

ついてヒントを得、理解を深めました。 

本研修会は、12 月には東京で開催する予定です。 

 

【開催要綱のダウンロードはこちら】 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170731_shisetsuchoukenshukai.pdf 

 

 

グループ協議の様子 

↑URL をクリックすると本研修会開催要綱にジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170731_shisetsuchoukenshukai.pdf
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■ ワーカーの育成・拡充に向け、各地域での学びの機会を増やす

リーダーの養成をめざす～地域生活支援ワーカー（地域福祉

コーディネーター）リーダー研修会 
 

9 月 21～22 日、「地域生活支援ワーカー（地域福祉コーディネーター）リーダー研

修会」を開催しました。地域における孤立をはじめ、多様な生活課題など制度の狭間

の問題に対応するため、社会福祉協議会では地域福祉コーディネーター等を配置し、

住民と協働しながら個別支援と地域支援を展開しています。本研修は、こうしたワー

カーの育成・拡充に向けて、各地域において学びの機会を増やすリーダーの養成を

目的として例年開催しており、本年度は 130 名が参加しました。 

第 1 日目は全社協・地域福祉部長より社協における地域生活支援ワーカーの位置

づけや施策動向等について基調説明を行い、続いて同志社大学の上野谷 加代子 

教授より地域生活支援ワーカーの役割や課題等を解説いただきました。また、同志社

大学の野村 裕美准教授が

ファシリテーターを務め、地

域で関係者と協働する多様

な視点を発見し共有する演

習を行いました。第 2 日目は

豊中市社会福祉協議会（大

阪府）の勝部麗子福祉推進

室長から同社協における実

践を紹介いただき、ワーカー

として必要になる地域生活支

援の視点や方策等を学びました。さらに、参加者が持ち寄った個別支援事例を基に

事例検討を行い、複合的な生活課題への対応や地域づくりに向けた支援のすすめ方

などについて、理解を深めました。 

国の推進する「我が事・丸ごと」地域共生社会づくりの観点からも、地域づくりにおい

てコーディネート機能を発揮するソーシャルワーカーの役割は大きく、その育成が求め

られます。本研修会では、各参加者が自らの実践を振り返りながら、各地でのワー

カーの人材育成を考える機会となりました。 

 

 

 

研修会の様子 
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■ 高齢者の家族介護の現状とその支援について課題を考える～

第 44回国際福祉機器展 国際シンポジウム 
 

第 44 回国際福祉機器展 H.C.R.2017 は、9 月 27～29 日に開催され、15 ヵ国 1 地

域から 528 社(国内 448 社、海外 80 社)が出展、会期中の来場総数は 121,528 人とな

りました。2 日目に開催された国際シンポジウムを報告します。 

今回は「高齢者の家族介護の現状とその支援について～ヤングケアラーやダブル

ケアなどの課題を考える～」と題して開催されました。 

少子高齢化の進展に伴い、介護者(ケアラー)の健康的、経済的、社会的負担が大

きくなっています。とくに、老老介護や育児・子育てと介護の両方を担うダブルケア、介

護離職、また家族介護の担い手となっているヤングケアラーの問題などが指摘され、

いかに対策をはかるかが課題となっています。 

本シンポジウムでは、要介護高齢者などの家族介護と介護者支援の取組みについ

て、先駆的実践を展開しているイギリスから現状と展望について報告いただき、日本の

現状を踏まえ、今後のあるべき取組みを考察することを目的としています。 

マデレーン・スター 氏(ケアラーズ UK 事業開発・イノ

ベーション担当ディレクター)からは、「介護者のケアと支援」

と題し、イギリスにおける介護者がおかれている状況及び支

援の必要性、また政策の動向と課題について報告がありま

した。 

イギリスにおいても、高齢化に伴う介護需要は増大してお

り、介護者は650万人、ダブルケアラーは240万人、若年介

護者70万人にのぼる状況です。報告のなかでは、「介護者

が抱える負担や課題の増大に対応するため、介護者を支

援する法律が制定された。しかし、財政難により十分にそれ

が機能していない」ことを課題としたうえで、「介護者を尊重

し、価値を認め、支援する社会の実現」について述べられま

した。 

堀越 栄子 氏(日本女子大学 家政学部 教授／(一社) 

日本ケアラー連盟 代表理事)からは、「日本における介護

者(ケアラー)支援の必要性・課題・展望」と題し、日本の介

護者がおかれている状況及び介護者の支援ニーズ、市民

団体、自治体等による介護者支援の取組内容について、報

告がありました。報告では、介護者支援における仕組みや

制度のあり方等について整理いただき、問題の解決にあたっては「法制化が不可欠」

報告を行うマデレーン・ス

ター氏 

報告を行う堀越 栄子氏 
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との提起がありました。 

その後のセッションでは、塚田 典

子 氏(日本大学 商学部 教授／

(一財)保健福祉広報協会 理事)を

チューターに迎え、参加者との質疑

を交え、テーマをさらに考察しまし

た。最後に、マデレーン氏から「日本

とイギリスが抱える問題は共通してい

る。共に協力し合うことが大事」とのご

意見・ご感想がありました。 

  

セッションの様子 
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■ 第 2回 新たな支え合い・分かち合いの仕組みの構築に向けた研究会【9月 12日】 

前回に引き続き、国民の所得や生活の状況等に関する動向の分析と議論がなされ

た。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177663.html 

 

■ 第 1回 今後の障害者雇用促進制度の在り方に関する研究会【9月 20日】 

障害者雇用納付金制度や雇用率制度等各種支援策について、関係者からのヒアリ

ングや意見交換を通じ、今後の在り方の検討を行い、平成30年度夏頃を目途にとりま

とめを示す予定。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177951.html 

 

■ 第7回 社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【9月21日】 

自立相談支援のあり方や就労支援のあり方、家計相談支援等について今までの議

論を踏まえ、議論がすすめられた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177912.html 

 

■ 地域共生社会の実現に向けた市町村における包括的な支援体制の整備に関する全
国担当者会議【9月 25日】 

 
改正社会福祉法、地域力強化検討会最終とりまとめ、地域福祉計画の策定指針等

に関する行政説明及び実践報告(大分県、大阪府豊中市)が行われた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178668.html 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177663.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177951.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000177912.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178668.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 11回 社会保障審議会福祉部会福祉人材確保専門委員会【9月 26日】 

介護人材に求められる機能の明確化とキャリアパスの実現に向けたとりまとめ案が

示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178742.html 

 

■ 平成 28年社会福祉施設等調査の概況【9月 27日】 

平成 28 年における全国の社会福祉施設等の数、在所者、従事者の状況等の調査。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/fukushi/16/index.html 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000178742.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/fukushi/16/index.html
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開催日 会議名 会場 担当部 

10 月 3～4 日 

平成 29 年度 第 2 回災害

ボランティアセンター運営

者研修 

サンドーム福井(福

井県) 
地域福祉部 

10 月 4～5 日 
平成 29 年度 社会福祉法

人人材マネジメント講座 

ホテル JAL シティ

田町(東京都) 
法人振興部 

10 月 5 日 
平成 29 年 全社協福祉懇

談会 

全社協・灘尾ホー

ル 他 
政策企画部 

10 月 9 日 
第 30 回 社会福祉士国家

試験対策重点講義 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

10 月 10～11 日 

全養協特別セミナー「新し

い社会的養育ビジョン」に

ついて 

10 日オーバルホー

ル(大阪会場) 

11 日ニッショー

ホール（東京会場） 

児童福祉部 

10 月 12～13 日 
第 61 回 全国母子生活支

援施設研究大会 

江陽グランドホテル

(宮城県) 
児童福祉部 

10 月 12～13 日 

平成 29 年度 全国社会就

労センター協議会 課題別

専門研修会 

全社協・灘尾ホー

ル 他 

高年・障害福

祉部 

10 月 14 日 
第 19 回 ロフォス湘南ファ

ミリーコンサート 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

10 月 15～17 日 
市町村社協管理職員研修

会 
ロフォス湘南 中央福祉学院 

10 月 18 日 
生活支援コーディネーター

研究協議会 

全社協・灘尾ホー

ル 
地域福祉部 

10 月 19 日 

平成 29 年度 支え合いを

ひろげる住民主体の生活

支援フォーラム 

全社協・灘尾ホー

ル 
地域福祉部 

10 月 19～20 日 
第 21 回 全国社会福祉法

人経営青年会全国大会 

徳島グランヴィリオ

ホテル(徳島県) 
法人振興部 

全社協 10月日程 
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開催日 会議名 会場 担当部 

10 月 19～20 日 
第 41 回 全国救護施設研

究協議大会 

ANA クラウンプラ

ザホテル広島(広島

県) 

高年・障害福

祉部 

10 月 23 日 
平成 29 年度 第 4 回政策

委員会 幹事会 

全社協・5 階会議

室 
政策企画部 

10 月 24～25 日 
福祉人材センターバンク基

幹職員研修会 

全社協・5 階会議

室 

中央福祉人材

センター 

10 月 26～27 日 
運営適正化委員会相談員

研修 

全社協・5 階会議

室 
政策企画部 

10 月 26～27 日 
第 51 回 全国保育士会研

究大会 

オーバード・ホール

他(富山県) 
児童福祉部 

10 月 30～31 日 
初級リスクマネージャー養

成講座 2017 

TIME24 ビル(東京

都) 
法人振興部 
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平成 29年度福祉ビジョン 21 世紀セミナー（旧称 社会福祉トップセミナー） 

安心して生きていける「社会保障・福祉制度」改革の展望と福祉人材の確保 
 

本セミナーは、わが国の社会保障・福祉制度のあり方を展望するとともに、社会福祉

法人・福祉施設、社会福祉協議会、民生委員・児童委員等、各種関係機関組織がい

かに地域社会において、相互の連携・協働をはかっていくべきか考察し、それらの課

題を共有する機会とします。 

シンポジウムでは、各福祉分野における質の向上のための福祉人材の確保、育成、

定着の取組を紹介いただくとともに、多角的な意見を賜り、全国での人材確保のため

の一層の取組強化に資することとします。 

 

主 催  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 
 

後 援  厚生労働省 
 

日 程  平成29年11月29日（水）～11月30日（木） 
 

会 場  全社協・灘尾ホール（東京都千代田区霞が関 新霞が関ビルLB階） 

        TEL03-3581-7889 FAX03-3580-5721（政策企画部広報室） 
 

対 象  ①社会福祉法人・社会福祉施設等の役員・幹部職員 

②都道府県・指定都市・市区町村社会福祉協議会役員・幹部職員 

        ③社会福祉関係団体、民生委員・児童委員、学識経験者 

        ④都道府県・指定都市・市区町村行政幹部職員 

 

参 加 費  15,000円（1名につき） 
 

締 切  平成29年11月15日（水）※定員に達し次第締め切ります。 

申込方法  下記URLより開催要綱・申込書をダウンロードのうえ、FAXにてお申し込 

申込方法  みください。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170915_fukushi-vision.pdf 

インフォメーション 

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170915_fukushi-vision.pdf
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プログラム 

11 月 29 日（水） 

13:00～13:10 【開会挨拶】 

全国社会福祉協議会 副会長 髙井 康行 

13:10～14:25

（75 分） 

【講演Ⅰ】『少子高齢化・人口減少の社会保障制度の展望(仮題)』 

講師 清家  篤 氏 

慶應義塾学事顧問(前学長)・慶應義塾大学 商学部 教授 

高齢社会対策の基本的在り方等に関する検討会 座長 

全国社会福祉協議会 顧問 

14:40～15:55

（75 分） 

【講演Ⅱ】『地域包括ケアシステムにおける医療と介護の連携と認知症の

人々の支援(仮題)』 

講師 遠藤 英俊 氏 

国立長寿医療研究センター 長寿医療研修センター長 

16:10～17:25

（75 分） 

【講演Ⅲ】『子どもの求めるもの、こころの居場所(仮題)』 

講師 村瀬 嘉代子 氏 

一般財団法人 日本心理研修センター 理事長 

 

11 月 30 日（木） 

9:30 ～ 12:30

（180 分） 

【シンポジウム】 

『喫緊である福祉人材確保・養成・定着と福祉サービスの質の向上の取組(仮題)』  

シンポジスト 

荒井 惠一 氏 社会福祉法人 八尾隣保館 理事長 

大原 裕介 氏 社会福祉法人 ゆうゆう 理事長 

金子 恵美 氏 日本社会事業大学 社会福祉学部 教授 

塚田 典子 氏 日本大学 商学部 教授 

井上 剛伸 氏 国立障害者リハビリテーションセンター福祉機器開 

発部 部長 

コーディネーター 

猪熊 律子 氏 読売新聞 東京本社編集局 編集委員 

【開催要綱・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170915_fukushi-vision.pdf 

 

 

【問合せ先】 

  社会福祉法人 全国社会福祉協議会 政策企画部 広報室 

  TEL 03-3581-7889  FAX 03-3580-5721 E-mail z-koho@shakyo.or.jp 

↑URL をクリックすると全社協ホームページにジャンプします。 

http://www.shakyo.or.jp/news/20170915_fukushi-vision.pdf
mailto:z-koho@shakyo.or.jp
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組織内のキャリアパス構築の方法を学ぶ 

福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程 上級管理者研修会 

 

処遇改善に関する加算でキャリアパス要件

が位置づけられ、各法人・事業所における

キャリアパスの整備への関心が高まっていま

す。 

キャリアパスの整備は、職員が将来の展望

をもって働き、力量を高めていくうえで大きな

役割を果たすものであり、人材の確保・定着・

育成をはかるうえでの鍵を握る重要な経営課

題といえます。 

本研修会では、施設長等自身の今後の

キャリアデザインについて学ぶとともに、各法

人・事業所におけるキャリアパスの構築・整備

に向けた実態診断や課題分析などの方法について学びます。 

 

＊福祉職員キャリアパス対応生涯研修課程とは中央福祉学院が、平成 24 年度に開

発し、全国的な普及をすすめているキャリアパス構築支援に対応した福祉職員の標

準研修プログラム（平成 29 年度は 38 都道府県・指定都市研修実施機 関にて約

18,000 名が受講予定）。 

 

 

 

日 程：平成 29 年 12 月 18 日（月）～19 日（火） 

会 場：中央福祉学院（ロフォス湘南）神奈川県三浦郡葉山町 

受講対象：以下のいずれかに該当する方  

       ・近い将来施設長等の運営統括責任者の役割を担うことが想定される職員 

詳細につきましては、中央福祉学院ホームページ

をご覧ください。 

http://www.gakuin.gr.jp/ 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

研修の概要 

http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/
http://www.gakuin.gr.jp/training/course4166.html
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       ・現在、施設長等の運営統括責任者に就いている職員（理事含む） 

 

参加定員：30 名（先着順） 

参 加 費：21,600 円（宿泊代等別途） 

申込締切：平成 29 年 11 月 10 日（金） 

 

内 容：・法人・事業所におけるキャリアパス構築と運用に関する講義と演習（実態 

・診断と課題分析） 

・上級管理者としてのキャリアデザインとアクションプランづくり 等 

※詳細は「開催要綱」をご参照ください。 

 

申込方法：開催要綱及び申込書等を下記 URL よりダウンロードできます。「3.受講対

象」を確認のうえ、お申込みください。 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course4166.html 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

 

組織としての対応力向上をめざすスーパービジョン 

平成 29年度 スーパービジョン研修会 

 

福祉サービスの質の維持・向上のために

は、各職場において、知識や経験が豊富な

先輩や上司などからスーパービジョンを受

けることが必要ですが、実際にはスーパー

ビジョンが職場に根付いていない現状がみ

られます。 

本研修会では、社会福祉施設等の管理

職員、指導的職員を対象に、講義や演習を

通して、組織として取り組むスーパービジョ

ンの意義や方法について学びます。 

↑URL をクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

↑画像をクリックするとホームページにジャンプ
します。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course4166.html
http://www.gakuin.gr.jp/training/course4166.html
http://www.gakuin.gr.jp/training/course319.html
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日 程：平成 30 年 1 月 18 日（木）～20 日（土） 

会 場：中央福祉学院（ロフォス湘南）神奈川県三浦郡葉山町 

受講対象：社会福祉施設等の管理職員（施設長、部・課長等）、指導的職員（主任、

係長等） 

参加定員：120 名 

参 加 費：30,900 円（宿泊代等別途） 

申込締切：平成 29 年 11 月 30 日（木） 

内 容：・スーパービジョンの概念、構造、内容等を学ぶ講義。 

内 容：・日常業務のなかで行っているスーパービジョンを意識し、理解を深める演 

習など。 

※詳細は「開催要綱」をご参照ください。 

 

申込方法：開催要綱及び申込書等を下記 URL よりダウンロードできます。「3.受講対

象」を確認のうえ、お申込みください。 

 

【受講案内・申込書のダウンロードはこちら】 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course319.html 

 

 

【問合せ先】 

社会福祉法人 全国社会福祉協議会 中央福祉学院 

TEL 046-858-1355（平日 9:30～17：30） FAX 046-858-1356 

  

研修の概要 

↑URL をクリックすると中央福祉学院のホームページにジャンプします。 

http://www.gakuin.gr.jp/training/course319.html
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

 

 

 

●特集「利用者の『こえ』を聞き取り『ちから』を引き出す」 

『ふれあいケア』10 月号 

高齢になると身体機能の衰えや認知症の進行な

どにより、自身の意思を表出する力が弱まっていた

り、うまく伝えられずに乱暴になったりする方がいらっ

しゃいます。このような利用者の「こえ」を聞き取り、利

用者が望んでいることを感じ、利用者のもてる「ちか

ら」を引き出すことが介護職員に求められています。

また、一人ひとりの利用者ごとの状況やニーズを適

切に把握するスキルを養い、高めていくために、介護

の職場ではどのような工夫・働きかけを行っているの

でしょうか。 

あらためて、一人ひとりの利用者と向き合うことの

必要性とそれを育てていくことのできる態勢づくりに

ついて考えます。 

（9 月 20 日発売 定価本体 971 円税別） 

 

 

 

 

 

 

 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2927&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2927&_class=120101&_category=17807
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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●特集「平成 29年度『生活保護担当ケースワーカー全国研修会』から（前編）」 

『生活と福祉』9月号 

平成29年度のケースワーカー全国研修会の模様に

ついて 9月号と 11 月号でお伝えします。 

本号では、前編として初日に行われた開会挨拶、講

義①「依存症の理解」及び「発達障害などメンタルヘル

スに配慮すべき人の支援」、最終日冒頭の「グループ

ワーク代表者発表・講評」の概要をまとめました。 

（9 月 20 日発売 定価本体 386 円税別） 

 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜レポート送付先＞ 

本レポートは、報道関係者、都道府県・指定都市社協、種別協議会等協議

員、政策委員会委員、本会理事・評議員の方々にお送りしています。 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2928&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2928&_class=120101&_category=05595

